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研究要旨 
 「病気の治療と仕事の両立支援（両立支援）」のためには、企業や産業医側の

体制が整いつつある現在、保険診療を行う医療機関側の意識改革が必須である。

①大学などの医育機関の教育研究体制、②大学病院等主たる医育機関の診療体

制、③治療に関わる医学界の意識、④病院から患者への情報提供方法に課題があ

り、これらを改善する対策を取ることで、両立支援制度による救済される患者数

の増加につなげることが初めて可能となることに思い至った。 
 課題と対策① 「療養と就労の両立」に関する治療医学側の課題を研究する余

地があることを確認した。北海道大学において、コアカリキュラムでの学部教育

以外に、連携研究センターに「療養・就労両立医学分野」を立ち上げ、関係各科

がその基盤教室となるとともに、新たに「療養・就労医学教室」を新設した。 
 課題と対策② 産業医科大学病院の「両立支援科」および「就学・就労支援セ

ンター」の見学・研修を基に、北海道大学病院では腫瘍センター内に「療養・就

労両立支援チーム」を新たに組織化し、「両立支援外来」としての診療体制を整

え、電子カルテの改良を行い、令和 2 年度からの本格稼働の準備をした。 
 課題と対策③ 治療に関する医師の意識を改善することを目的に、がん治療

に関わる日本放射線腫瘍学会の緩和的放射線治療委員会に属する大学病院・が

ん治療病院の責任医師へのアンケート調査を行った。その結果、すべての医師が

「治療と仕事の両立支援」を行っていると自分では思っている反面、「両立支援

指導料」の存在を知っているのは半数に満たず、患者に支援の希望の有無を確認

して、事業所から就業状況の情報を得ている病院は極めて少ないことが判明し

た。 
 課題と対策④ 大学病院等の医療機関の医師は多忙を極めており、両立支援

のために十分な時間を取れないことも明らかである。これを解決するためには、

両立支援が有効な患者に対して、両立支援が可能であることを知らしめること

が重要であり、今後 IT や AI を活用した患者サービスを考案した。 

研究協力者 

青山英史 （北海道大学大学院医学研究院 放射線治療学教室・教授、医学研究

院連携研究センター療養・就労両立医学分野長） 
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Ａ.目的 
「病気の治療と仕事の両立支援（両立

支援）」のためには、医療機関側が、治

療開始前に、患者からの就労情報を的

確に聞き出すことが重要である。しかし、

現在のがん治療においては、患者の勤

務状況に関する情報、本人の意欲や希

望など、を十分に的確に把握する必要

がある。そのため、両立支援に当たって

医療機関側は、事業所や産業医等か

ら、患者の就労状況を的確に把握して、

治療に必要な検査や治療スケジュール

の決定などをする必要がある。 
しかし、各医療機関においては、それ

らの両立支援における意思決定プロセ

スにおいて、十分な医育教育を受けて

おらず、患者の治療方針を決定する際

に、就労支援に関するトレーニングを受

けることもなかった。大企業においては、

産業医が一定の配慮をすることが可能

な場合もあろうが、中小企業の場合に

は、事業所側と医療機関との両立支援

に関する配慮はさらに難しく、患者への

支援体制が極めて弱い状況にあるとか

が得られる。 
そこで、本分担研究においては、先行

研究をもとにした既存の文献をもとに、一

般的に大学病院等が持つべき知識や能

力を整理したうえで、今後の医育機関、

研究機関側の体制整備に関する方法論

を模索する。 
 

Ｂ.方法 
大学における研究課題として考え

た場合、先行研究によるエビデンスの

有無が問題となるため、海外の先行研

究を把握した。メタアナリシスにて、

がん治療による患者本人の収入減お

よび失業率の上昇率が有意であると

の研究結果 (de Boer et al, JAMA 
2009)を基に、我が国の「がん治療ガイ

ドラインを両立支援へ配慮したもの

にする挑戦」を、本分担研究のビジョ

ンとした。 
このビジョンのもと、以下の 4 つが

ミッションとした。①大学などの医育

機関の教育研究体制、②大学病院等主

たる医育機関の診療体制、③治療に関

わる医学界の意識、④病院から患者へ

の情報提供方法の課題を明示し、これ

に対する対策を考案することとした。  
 

Ｃ.結果 
１．大学などの医育機関の教育研究体

制 
 前立腺がんへの陽子線治療例や肺

がんへの手術後の復帰希望例、などの

自験例と先行研究を基に、「療養と就

労の両立」に関する治療医学側の課題

を研究する余地があることを確認し

た。例として、転移性骨腫瘍における

放射線治療の分割回数の選択におい

て、1 回照射と 10 回分割照射では、効

果と有害反応のいずれも有意差がな

いことがわかっている。就労の条件を

もとに、これを選択できることをガイ

ドラインに書き加えるべきであると

思われた。 
医育機関としての北海道大学にお

いて、コアカリキュラムでの学部教育

以外に、連携研究センターに「療養・

就労両立医学分野」を立ち上げ、関係
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各科がその基盤教室となるとともに、

新たに「療養・就労医学教室」を新設

した（図１）。 
 
２．大学病院等主たる医育機関の診療

体制 
大学病院モデルを構築するため、

産業保健総合支援センターと地域産
業保健センターと会議を行ったあ
と、産業医大両立支援科を見学のの
ち、中小企業で働く患者 2名に両立
支援を実践し、大学教育と医療機関
の意識改変に向けた戦略を構築し
た。 
産業医科大学病院の「両立支援科」

および「就学・就労支援センター」の

見学・研修を基に、他の一般の大学病

院においても、同様の診療科や中央診

療部門を立ち上げることの重要性を

確認し、北海道大学病院では腫瘍セン

ター内に「療養・就労両立支援チーム」

を新たに組織化し、「両立支援外来」と

しての診療体制を整え、電子カルテの

改良を行い、患者説明用資料（ひな型）

と大学病院内のフローチャート（ひな

型）を作成した（図２、図３）。 
 
３．治療に関わる医学界の意識 
 治療に関する医師の意識を改善する

ことを目的に、がん治療に関わる日本

放射線腫瘍学会の緩和的放射線治療

委員会に属する大学病院・がん治療病

院の責任医師へのアンケート調査を

行った。その結果、すべての医師が「治

療と仕事の両立支援」を行っていると

自分では思っている反面、「両立支援

指導料」の存在を知っているのは半数

に満たず、患者に支援の希望の有無を

確認して、事業所から就業状況の情報

を得ている病院は極めて少ないこと

が判明した。 
 
４．病院から患者への情報提供方法 

大学病院等の医療機関の医師は多忙

を極めており、両立支援のために十分

な時間を取れないことも明らかであ

る。これを解決するためには、両立支

援が有効な患者に対して、両立支援が

可能であることを知らしめることが

重要であり、今後 IT や AI を活用した

患者サービスを考案した。 

 
E.結論 

治療と仕事の両立支援について、小

規模事業場の特徴をふまえ、大学病院

などでの現在の課題と対策を考案し

た。これに基づいた、大学病院のがん

等の治療が、就労支援に繋がる可能性

が示された。今後、北海道大学での例

を学会や紙面で発表し、他の大学等の

モデルになることを目指すこととし

た。 
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Ｉ．研究に関連した実務活動 

１．札幌市産業医協議会主催産業医研
修会講演:がん治療と仕事の両立支援
―医療機関とのやり取りのアクティブ
ラーニング (放射線治療の例を中心
に)． 2019.12.4. 札幌  

 
 
H. 知的所有権の取得状況 
なし 
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図１．北海道大学大学院医学研究院連携研究センターに令和 2 年 4 月 1 日に発

足した療養・就労両立医学分野と療養・就労両立医学教室の組織図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

【連携教室】 療養・就労両立医学教室

【基盤教室】 放射線治療学教室

【基盤教室】 血液内科学教室

【基盤教室】 腫瘍内科学教室

【基盤教室】 小児科学教室

【基盤教室】 産婦人科学教室

【基盤教室】 腎泌尿器外科学教室

【基盤教室】 耳鼻咽喉科・頭頸部外科学教室

【基盤教室】 整形外科学教室

【基盤教室】 公衆衛生学教室

【基盤教室】 神経薬理学教室

【協力組織】 病院腫瘍センター

【協力組織】 病院乳腺外科

【協力組織】 病院リハビリテーション科

療養・就労両立
医学分野
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図２．患者説明用資料（ひな型） 
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図３．大学病院内のフローチャート（ひな型） 

 
 


